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第１章 旭川市の現状 

  旭川市の公共建築物を取り巻く現状として，人口推移と財政状況について整理します。 

 

 １ 旭川市の人口推移 

    本市の総人口は，昭和 61 年(1986 年)の 365,311 人をピークに，ほぼ横ばいで推移し

ていましたが，平成 10 年(1998 年)以降は，減少が続いており，平成 52 年(2040 年)には，

264,461 人に減少する見込みとなっています。 

 

 
 

     

本市は，全国平均よりも少子高齢化の進行の度合いが早く，昭和 55 年（1980 年）と

平成 27 年（2015 年）を比較すると，年少人口の割合は半分に低下し，高齢者人口の割

合は，4 倍以上に上昇しています。 

平成 52 年(2040 年)までの推計では，少子高齢化のさらなる進行が見込まれています。 

 

 

  

365,311  343,728  

264,461 

（推計値）  

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

19
50

19
55

19
60

19
65

19
70

19
75

19
80

19
86

19
90

19
95

20
00

20
05

20
10

20
15

20
20

20
25

20
30

20
35

20
40

（人） 

神居村・江丹別村合併 

永山町合併 

神楽町合併 

人口のピーク 

東旭川町合併 
東鷹栖町合併 

（平成28年4月1日現在） 

23.4% 21.5% 18.0% 15.3% 13.5% 12.5% 11.9% 11.4% 10.7% 9.8% 9.1% 8.8% 8.7% 

69.3  69.7% 70.7% 70.2% 68.6% 65.9% 62.6% 58.3% 55.4% 54.3% 53.4% 51.9% 49.1% 

7.3% 8.8% 11.3% 14.5% 17.9% 
21.6% 25.5% 30.3% 

33.9% 35.9% 
37.5% 

39.3% 
42.2% 

0

100,000

200,000

300,000

400,000

1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040

（人） 

年少人口（0～14歳） 生産年齢人口（15～64歳） 高齢者人口（65歳以上） 

推計値 

■人口推移（資料：総合政策部資料より作成） 

■年齢 3 区分別人口推移（資料：総合政策部資料より作成） 



- 2 - 

 

２ 旭川市の財政 

(1) 歳入決算の推移 

      本市の歳入は，自主財源である市税の割合が低く，地方交付税や国・道支出金の割

合が高いため，国の施策の影響を受けやすく，将来の見通しを立てにくい状況にあり

ます。 

 

 

 

(2) 歳出決算の推移 

      本市の歳出は，福祉・医療サービスなどの社会保障関係経費である扶助費の増加が著

しく，歳出全体の約３分の１を占めています。また，支出することが制度的に義務づけ

られている義務的経費（公債費，扶助費，人件費）は，歳出全体の約２分の１を占めて

おり，さらに，公共事業である投資的経費を確保することは難しい状況です。 
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